
明
治
二
十
五
年
三
月
三
十
一
日

第
三
種
郵
便
物
認
可

日
刊
（
行
政
機
関
の
休
日
休
刊
）

〇

〇

目

次
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令和年月日 金曜日 第号官 報

〔
公

告
〕

諸
事
項

官
庁建

設
業
の
許
可
の
取
消
処
分
関
係

〇
高
速
自
動
車
国
道
に
関
す
る
件

（
国
土
交
通
九
四
三
、
九
四
四
）

〇
運
輸
審
議
会
か
ら
答
申
が
あ
っ
た
件

（
同
九
四
五
）

〇
砂
防
法
第
二
条
の
土
地
を
指
定
す
る
件

（
同
九
四
六
〜
九
四
八
、
九
五
〇
〜
九
五

二
）

〇
砂
防
法
第
二
条
の
土
地
を
指
定
す
る
と
と

も
に
、
直
轄
砂
防
工
事
を
施
行
す
る
件

（
同
九
四
九
）

〇
直
轄
砂
防
工
事
を
施
行
す
る
件

（
同
九
五
三
）

〔
人
事
異
動
〕

内
閣

警
察
庁

〔
叙
位
・
叙
勲
〕

〔
官
庁
報
告
〕

官
庁
事
項

登
録
海
技
免
許
講
習
実
施
機
関
の
登
録
事
項

の
変
更
に
関
す
る
公
示
（
国
土
交
通
省
）

登
録
船
舶
職
員
養
成
施
設
の
登
録
事
項
の
変

更
に
関
す
る
公
示
（
同
）

登
録
電
子
海
図
情
報
表
示
装
置
講
習
実
施
機

関
の
登
録
事
項
の
変
更
に
関
す
る
公
示（
同
）

労

働

最
低
賃
金
の
改
正
決
定
に
関
す
る
公
示

（
石
川
労
働
局
最
低
賃
金
公
示
一
、
高
知
同

一
、
熊
本
同
一
、
沖
縄
同
一
）

裁
判
所

相
続
、
公
示
催
告
、
失
踪
、
除
権
決
定
、

破
産
、
免
責
、
特
別
清
算
、
再
生
、
所
有

者
不
明
関
係

会
社
そ
の
他

〔
省

令
〕

〇
許
可
割
賦
販
売
業
者
等
の
営
業
保
証
金
等

に
関
す
る
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

（
法
務
・
経
済
産
業
一
）

〔
告

示
〕

〇
電
波
法
施
行
規
則
第
十
八
条
第
一
項
第
一

号
の
規
定
に
基
づ
く
三
五
一
・
〇
三
一
二

五
MHz
以
上
三
五
一
・
六
三
一
二
五
MHz
以
下

の
周
波
数
の
電
波
を
使
用
す
る
無
線
局
の

開
設
区
域
を
定
め
る
件
（
総
務
三
一
五
）

〇
重
要
施
設
の
周
辺
地
域
の
上
空
に
お
け
る

小
型
無
人
機
等
の
飛
行
の
禁
止
に
関
す
る

法
律
第
五
条
第
一
項
、
第
二
項
及
び
第
三

項
の
規
定
に
基
づ
き
対
象
施
設
の
敷
地
等

を
指
定
す
る
件
（
外
務
三
四
八
）

〇
令
和
五
年
度
に
お
け
る
共
同
募
金
の
実
施

期
間
を
定
め
る
件
（
厚
生
労
働
二
六
六
）

〇
租
税
特
別
措
置
法
施
行
令
第
十
七
条
第
二

項
第
四
号
及
び
第
三
十
九
条
の
二
十
六
第

二
項
第
四
号
の
規
定
に
基
づ
き
、
農
林
水

産
大
臣
が
認
定
す
る
市
場
と
し
て
認
定
し

た
件
の
一
部
を
改
正
す
る
件

（
農
林
水
産
一
一
三
三
）


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